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研究成果の概要（和文）：本研究では、逆転の発想に基づき、加害側の災害の立場から、南海トラフ巨大地震や
首都直下地震によって、過酷事象が発生し、未曽有の被害をもたらすにはどのように“人間社会を攻めればよい
のか”を考究して、巨大災害が起こった時の現代社会の様々な弱点を見出し、その中で被害が極端に拡大する可
能性のある｢最悪の被災シナリオ｣被害を軽減するためには、新たに縮災を定義し、減災だけでなく、災害による
被害が発生することを前提にして、すみやかに回復するという新たな概念が必要であることを示した。そして、
これを実現するには、防災省を創設し、国難災害が起こるという前提に立って、日常的に準備する必要があるこ
とを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：We find that the disaster management and mitigation measures conceived from 
the perspective of protecting society is insufficient to address the national crisis due to Nankai 
trough earthquake or Tokyo inland earthquake whose damage must exceed the estimated damage of this 
time. This study discovers the weakness against disasters in modern society using the “reversal 
thinking” which investigates how disasters can attack human society and increase damage 
effectively. This process profiles the “worst scenarios of disaster” which can extend damage to 
the level of national crisis. We suggest policies and present action plans to the independent 
problems. Then, sorting final consequences and separating them according to the commonality, we 
propose disaster resilience and concrete action plans to prevent them. The most important conclusion
 is that it is necessary to have a new organization such as Ministry of Disaster Resilience to 
intercept these national crisis.

研究分野： 防災・減災

キーワード： 国難　首都直下地震　南海トラフ巨大地震　最悪の被災シナリオ　過酷事象　縮災　防災省　集合知
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１．研究開始当初の背景 
  わが国では、災害に対する楽観主義が席巻
している。しかし、東日本大震災が発生して、
想定外であった巨大災害が起こることを想
定する必要があることがわかった。しかも、
被害を具体的に少なくするには、どのような
新たな概念で対処すればよいのか、その具体
的な方法が提案されていなかった。福島第一
原子発電所の事故は、対策を実施していたに
もかかわらず、最悪の事態をもたらした。そ
の最大の原因は、対策をやればやるほど安全
になるという錯覚にあった。そこで、最悪の
被災シナリオの発生を必然とした新たな研
究手法の開発と減災に代わる新たな対策が
必要となっていた。 
 
２．研究の目的 
（１）東日本大震災を経験した教訓から、こ
れを凌駕する被害となることが確実な南海
トラフ巨大地震や首都直下地震のような「国
難」に対処するためには、これまでのように
“社会を守る”という観点から発想した防
災・減災対策では不十分であることが明らか
になった。 
（２）そこで、本研究では、逆転の発想に基
づき、加害側の災害の立場から、被害を大規
模化するにはどのように“人間社会を攻めれ
ばよいのか”を考究して、現代社会の様々な
弱点を見出す。そして、その中で被害が極端
に拡大する可能性のある｢最悪の被災シナリ
オ｣を描きだす。最後に、従来の減災対策に
代わる新たな防災の概念を創出し、国難災害
に対処する具体策を提案する。 

 
３．研究の方法 
（１）本研究の主たる課題は、｢国難｣となる
恐れが大きい南海トラフ巨大地震や首都直
下地震に際して有効な減災対策を提示する
ことである。そのためには、｢逆転の発想｣か
ら、1)犠牲者、2)津波はん濫、3)液状化、4)
首都機能、5)避難、6)要援護者、7)ライフラ
イン、8)超高層・高層ビル、9)情報ネットワ
ーク、10)行政システム、11)経済システムの
それぞれについて被害が極端に大きくなる
最悪の被災シナリオを見出す。 
（２）その最悪の被災シナリオは、それぞれ
11 の課題に対して、外力、社会の防災力、そ
して対策の 3 つに関係して存在し、合計 33
ケースを見出すことができる。つぎに、人的
被害、物的被害および社会機能被害に影響す
るそれぞれ複数のケース（ケース群と呼ぶこ
とにする）をこれら 33 ケース中からグルー
ピングし、それぞれの最悪の被災シナリオを
描く。 
（３）とくに、社会経済被害額の評価方法に
は多くの制約があるために、新たな評価方法
を見出すことを目指して、イノべーティブな
発想から従来用いられてこなかった新たな
概念を適用して開発する。 
（４）国難災害の被害を軽減するために、減

災対策にどのような新しい視点が必要かを
考究し、提言する。 
 
４．研究成果 
（１）まず、わが国にとって国難災害と呼ば
れるものは歴史的に3度発生していることを
明らかにした。そして、最も新しい国難災害
である 1854,55,56 年の 3 年連続で発生した
巨大複合災害が、江戸幕府の衰弱をもたらし、
これに討幕運動という内圧と開国要求とい
う外圧によって明治維新政府が誕生したと
いう新事実を明らかにした。 
（２）それでは、現在日本が直面している国
難災害として、図１に示した 3例が極めて危
険であることを明らかにした。 

（３）これまで未解明であった、国難となる
場合の総被害額評価法を、ネット集合知を
用いる独創的な方法によって開発した。そ
こでは、災害による「被害」について、多
くの人びとが被害と考えるものは「被害」
と定義し、災害の前後で用いられる用語の
頻出度の差が被害額と関係すると仮定し、
ネット集合知を用い、５つのモジュールか
ら構成される被害額算定装置として開発し
た。この方法を適用すれば、人のいのちの
社会的評価額を決定することも可能である。 
（４）巨大災害を死者がおよそ千人以上の
災害と定義すれば、古文書の解析などから、
西暦 500 年から現在まで、99 回発生し、
平均 15 年に一度起こってきたことを明ら
かにした。しかし、明治以降は 6 年に一度
発生し、これが災害脆弱地域における人口
の急増によってもたらされていることを示
した。とくに、明治以降、図 2 のように、
太平洋戦争や日清、日露戦争は日本史や世
界史の授業で学習するが、同程度の被害が
多発している自然災害の悲惨さについては、
ほとんど言及されていない事実を明らかに
した。しかも、明治元年の 1868 年以降、



自然災害によって、およそ 27 万人が死亡
し、毎年の平均犠牲者数は 1800 人に及ぶ
ことを初めて明らかにした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
         図 2 

（５）新たな対策は、減災ではなく、図３に
示すように、縮災（Disaster Resilience）
である。これは災害が起こることを前提とし
て、被害を小さくするだけでなく、早く回復
することを考慮している。そして、国難災害
にこの縮災を適用するためには、防災省を創
設することが必須であることを指摘した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         図３ 

（６）災害による犠牲者を減らすには、防
災教育が有効である。災害からの適切な対
応行動を誘発するためには、平時からの防
災教育が重要であるとの視点のもと、小、
中学校における防災教育の現状を把握した
結果、東日本大震災発生後、教室座学では
なく、多くの学校で防災に実践的な体験学
習が行われるようになっていた。さらに、
実践的な学習を熱心に行うことによって、
「主体的に行動できるようになった」、「地
域への愛着が高まった」など、防災以外の
面での教育効果がある可能性を明らかにし
た。 
（７）高層建築物や複雑な製造ラインを有
する企業施設、長大構造物はやや長周期地
震動の被害を受けやすい。東北地方太平洋
沖地震で生じた長周期地震動による高層建
築物や免震住宅の不具合を明らかにすると
ともに、その発生原因を解明し、南海トラ
フ巨大地震をはじめとする巨大地震に対す
る高層・超高層建築物の対策方法の構築へ

の道筋を明らかにした。これと平行して、
社会の長周期地震動対策を誘発するために、
現象をわかりやすく伝える教材やバーチャ
ルリアリティ環境を構築すると共に、対策
効果をビジュアル化する技術を開発した。 
（８）大量の社会的弱者の対策についての
具体的提言を行った。東京都社会福祉協議
会と協働し、①災害時要援護者を課題別に
想定する方法の開発、②課題別に対する必
要支援資源数の想定、を実施した。都社協
では東京都と連携し、災害発生時には、外
力情報から①と②をリアルタイムにシミュ
レーションし、初動対応への資源投入手順
について、検討した。そして、行政的体制
についてもほぼ合意し、さらに精緻化する
とともに熊本地震に際して適用し、高度化
を図ることができた。 
（９）「国難」と呼ばれるレベルの災害に対
するライフラインの減災・縮災対策は、需
要者側の改善努力を必要とする。従来のよ
うに、供給者側のライフライン企業を中心
とした対策では不十分であり、費用対効果
の観点からも無理である。そこで従来の発
想を変え、需要者側による改善策の可能性
の検討と効果的な対策を提案した。具体的
には、ライフラインに求められる機能を分
析・整理し、一般家庭の常備品による災害
時の生活継続可能性の評価と効果的な常備
品の在り方を提案した。 
（１０）国難災害においては、被災自治体
の保持すべき機能を明らかにした。東日本
大震災で被災した自治体の災害対応におい
て、中心的な役割を果たした総務部長等の
幹部職員へのグループインタビューを行い、
市町村が災害対応を行う上で生じてはいけ
ない事態として、1）庁舎を失う、2）職員
を失う、という 2 つの項目の抽出を行った。
具体的には、1）庁舎を失うことで、被災
者支援・災害復旧に必要な情報が失われ、
被災者支援・復旧業務が大幅に遅れる、2）
職員が死亡することで、災害対応、復旧・
復興業務を行う人的資源が不足することに
加えて、職員感情に問題が発生しているこ
とを明らかにした。 
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